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 また、Sigafoos，Arthur, and O’Reilly(2003)は、行動問題の出現率や行動の型について、
海外で行われた行動問題に関する複数の調査研究を紹介している。その 1 つにイギリスの
研究者グループにより、1988 年と 1995 年の 2 回にわたって行われたものがある。1988
年の調査では、北西イングランドにある 7 つの保健管理圏で知的障害サービスを受ける知
的障害者 4,200 名が対象とされた。1995 年には、7 つのうち 2 つの地域で再調査とフォロ
ーアップが実施された。1988 年の調査結果では、行動問題の出現率は 16.5％(4,200 名中
694 名)であった。行動問題を示した 694 名中の 72％が、対応が困難な行動、周囲の人が
困る行動、あるいは社会的に受け入れられない行動を示した。次いで、他傷行動(42％)、
物壊し(30％)、自傷行動(27％)の順であった。1995 年の調査(行動問題を示す 264 名が対
象)では、他傷行動は手で叩く(75％)、罵声を浴びせる(60％)の順であった。自傷行動では、
手や他の身体部位を使って頭を叩く(47％)、噛む(45％)であった。その他では、指示に従
わない(69％)、かんしゃく(54％)であった。また、Sigafoos et al. (2003)は、1992 年にオ
ーストラリアのクイーンズランドで、発達障害のある 2,412 名を対象に他傷行動の調査を
行った。11％(2,412 名中 261 名)に 1 つ以上の他傷行動の行動の型が見られ、1995 年のイ
ギリス調査と重複する行動の型があった。さらに、Kamio(2002)では、特別支援学校(12
歳～18 歳の児童生徒)に在籍する自閉症児 165 名と知的障害児 492 名を対象にして、行動
問題の比較を行った。その結果、攻撃行動は知的障害の程度に依存して、知的障害が重度















たり、つめをはぐなどを指す。「頻度」では、「週に 1、2 回」「1 日に 1、2 回」「一日
中」に区分されている。「強い他傷」は、噛みつき、蹴り、なぐり、髪ひき、頭突きなど、








































れる。平澤ら(2006)は、G 市公立小学校 48 校を対象にして、通常学級に在籍する発達障
害児で、担任教師にとって気になる・困った行動を示す児童を抽出した。気になる・困っ
た行動は、担任が年齢や場面にそぐわない「気になる」あるいは「困る」行動とした(平澤・
藤原・山根，2005)。分析対象は 414 名で、男子児童が 80％を占めた。学年別では、3 年
生が 22％(414 名中 92 名)と最も多く、6 年生は最も少なかった。診断のある児童は 29％
(414 名中 118 名)で、LD が 6％(118 名中 7 名)、ADHD が 29％(118 名中 34 名)、自閉症







 竹村(2009)は、茨城県内の市立小学校 39 校の通常学級担任 413 名を対象に、気になる
児童に対する意識調査を行った。375 名から回答が得られ、気になる行動は、「授業や課
題に取り組めない」が 121 事例と最も多く、次いで「暴力・他児へのちょっかい」が 67






対象児は、小学校 1～6 年までの 397 名及び、中学校 1～3 年までの 139 名であった。小
学生の 83.1％(397 名中 330 名)は当該学年の指導内容を適用したが、すべて、あるいは、
おもに特別支援学級で学習している自閉症児は 80.9％(397 名中 321 名)であった。この理
由として、自閉症児の心理面や行動面などの問題に配慮するためと回答した割合が 77.3％
(321 名中 248 名)であった。中学生では、69.8％(139 名中 97 名)は当該学年の指導内容を
適用したが、すべて、あるいは、おもに特別支援学級で学習している自閉症児は 70.5％(139
名中 98 名)であった。この理由として、自閉症児の心理面や行動面などの問題に配慮する





的発達に遅れのない(知能指数が 70 以上)発達障害児の実態調査を行った。有効回答は 313
校で、対象児が在籍している学校の割合は 45.0％(313 校中 141 校)であった。また、313
校の児童生徒数に占める対象児の人数の割合は 1.7％(39,813 名中 689 名)であった。対象
児の障害種は、自閉症スペクトラム(自閉症、アスペルガー症候群、広汎性発達障害)が







60.5％(76 校中 46 校)であり、障害種ではアスペルガー症候群が 39.2％(217 名中 85 名)と
最も多く、次いで ADHD が 24.9％(217 名中 54 名)、高機能自閉症が 14.7％(217 名中 32
名)であった。転入時の指導上の問題として、「対人関係の問題」が最も多く 78％(168 名
中 131 名)で、次いで「情緒の安定に関する問題」(62.5％；168 名中 105 名)、「集団参加
の問題」(60.1％；168 名中 101 名)などが挙げられた。 
 清水・橋本・霜田・菅野(2006)は、知的障害の特別支援学校中学部に在籍する生徒の実
態調査を行った。回答のあった 171 校の総生徒数 5,070 名において、1 校あたりの平均生
徒数は 29.6 名で、そのうち知的障害が 18.0 名、自閉症が 8.3 名であった。また、著しい
行動問題を示す生徒について、自傷行動が 63.2％(171 校中 108 校)で総生徒数の 6.2％
(5,070 名中 314 名)、他傷行動が 55％(171 校中 94 校)で総生徒数の 5.3％(5,070 名中 269
名)、粗暴な行動が 37.4％(171 校中 64 校)で 2.6％(5,070 名中 134 名)であった。行動問題




春期に入り行動問題が再発する場合の 2 つの可能性を示唆している。 
 霜田・清水・橋本・菅野(2006)は、知的障害の特別支援学校中学部に在籍する生徒 176
名の実態調査を行った。対象生徒の主障害は、自閉症が 73％(176 名中 128 名)、知的障害












る調査を行った。行動問題の出現率は、小学部低学年では 68.5％(149 名中 102 名)、高学
年では 65.8％(79 名中 52 名)、中学部では 75.3％(93 名中 70 名)と高い数値に対して、高












題は 70.8％(511 名中 362 名)に見られた。行動問題の型としては、大声・奇声(82.9％；362
















































































































脈的基準の 4 つが考えられる。  
 高技術的基準と高文脈的基準の例として、Benazzi, Horner, and Good(2006)の研究があ






から、Benazzi et al. (2006) は、支援チームには児童生徒をよく知る支援者、学校の環境
をよく知る支援者及び応用行動分析学の専門家を含めることの重要性を指摘した。 
  ３）欧米における PBS 研究： PBS は、自閉症(Clarke, Worcester, Dunlap, Murray, 
＆ Bradley-Klug, 2002；Murray, Clarke ＆ Worcester, 2002)、アスペルガー症候群
(Sansosti, 2012)、トゥレット症候群を伴う広汎性発達障害(Colo ＆ Levinson, 2002)、知
的障害(Mcclean ＆ Grey, 2012a)、ADHD(Stahr, Cushing, Lane, ＆ Fox, 2006)、情緒
障害(Gage, Lewis ＆Stichter, 2012)など様々な障害のある幼児(Dunlap ＆ Fox, 2011；
Lucyshyn, Albin, Horner, Mann, Mann ＆ Wadsworth, 2007)、児童生徒(Clarke et al., 
2002；Murray et al., 2002；Sansosti, 2012)や成人(Mcclean ＆ Grey, 2012b；West ＆ 
Patton, 2010)のように幅広い年齢段階を対象にしている。また、自傷行動や攻撃行動(Colo 
＆ Levinson, 2002)、課題不従事(Stahr et al., 2006)、金切り声(Lucyshyn et al., 2007)な
ど様々な行動の型に対して、学校、病院、家庭や地域など(Snell, Voorhees, ＆ Chen, 2005）

















 さらに、長期的な指導・支援の効果を評価した研究として、Kern, Gallagher, Starosta, 
Hickman, and George (2006)では、ダウン症候群、ADHD 及び ODD を併せもつ 13 歳の
男児に対して 3 年間の支援を行った結果、攻撃行動が低減し、適応行動が増加したことを
示唆した。Jensen, McConnachie, and Pierson(2001)では、複数の行動問題を示す 35 歳
の自閉症者を対象に支援を 63 か月間行い、行動問題が低減したことを示唆した。 




ある。1997 年の個別障害者教育法(individual with Disabilities Education Act：IDEA)
の改正では、IEP に関する項目において、行動問題に対して環境の修正や適応行動の教授
を行う PBS が明記された。さらに、平澤(2009a)は、PBS が適切な公教育を保障するため
の IEP に位置付けられたことを指摘した。これらのことから、PBS は行動問題を示す発
達障害児の指導・支援に重要な役割を果たしていることが指摘できる。 
 （３）SWPBS（School Wide PBS）  
 近年では、PBS は個に対してだけでなく、学校のすべての児童生徒を対象にした School 





得(Carter ＆ Norman, 2010)；小学校における tootling(児童生徒の適切な行動に対する学





を行う第三次システム(全体の 5％近くを対象)(例えば、小学校の Check In-Check Out の
活用(対象児に 1 日の活動の手がかりなどを示す行動レポートカードを作成し、適切な行動








 以上のように欧米における PBS は、1990 年代後半から現在まで発展を続け、障害のあ
る個人が示す行動問題だけではなく、近年では学校におけるすべての児童生徒を対象とし
た SWPBS も発展していることが示された。次節では、わが国における個人と集団を対象
にした PBS の動向を見ていく。 
 
第４節 わが国における PBSの動向 
 
 １．個人に対する PBS研究 





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































動(鶴見ら，2012)、算数科の学習(Noda ＆ Tanaka-matsumi, 2014)などの適応行動の他、
離席・大声・手遊び・よそ見(田中ら，2010)などの行動問題があった。 




















































    者と教師の効果的な連携方法の現状と 































































































































































































族と専門家による協働的アプローチの研究(Marshall ＆ Mirenda, 2002； Woods ＆ 
Goldstein, 2003) が行われたが、近年ではわが国においても報告されている。 





対象児 3 名の行動問題は低減して、適応行動が増加したことが示された。 
























 長期的な支援行動の維持を検討した研究として、Lucyshyn et al. (2007)が挙げられる。







応行動の増加や家族の QOL が向上することが示唆されている(Dunlap ＆ Fox，1999； 
Smith-bird ＆ Turnbull，2005)。さらに、家族による長期的な支援行動も維持すること

























































































































(Butler ＆ Luiselli, 2007；Clarke et al., 2002；Crozier ＆ Tincani, 2005；Devlin, Healy, 
Leader, ＆  Hughes, 2011；遠藤，2008；Hawkins, Kingsdorf, Charnock, Szabo, 
Middleton, Phillips, ＆ Gautreaux, 2011；平澤・藤原，2000；Hirasawa et al., 2009；
廣瀬・加藤・小林，2003；本田・村中，2010；梶・藤田，2006；Lee, Odom, ＆ Loftin, 
2007；Mancina, Tankersley, Kamps, Kravits, ＆ Parrett, 2000；Murray et al., 2002；
高畑，2004；高畑・牧野，2004；大久保・福永・井上，2007；大谷，2005；小笠原ら，
2013；佐藤・武田・内海，2007；関戸，2004；清水・小田，2001；下山・園山，2010；
Tincani ＆ Crozier, 2007；若杉・藤野，2009)、広汎性発達障害(Cole ＆ Levinson, 2002；
梶・藤田，2006；竹村・杉山，2003；興津・関戸，2007；関戸・安田，2011)、高機能自
閉症(福原ら，2008)、アスペルガー症候群(Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009；Sansosti, 
2012；関戸・田中，2010；式部・井澤，2009)、特定不能の広汎性発達障害(野口ら，2008)、
ADHD(Cihak et al., 2009；本田・佐々木，2008；梶・藤田，2006；河田・森・一門・緒
方，2005；Kern et al., 2006；近藤・光真坊，2006；古田島ら，2006；長尾，2003；長
澤・福田，2009；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；及川・宮崎，2008；Radford ＆ 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































に関与した研究(Butler ＆ Luiselli, 2007；Clarke et al., 2002；Cole ＆ Levinson, 2002；
Crozier ＆ Tincani, 2005；Devlin et al., 2011；遠藤，2008；福原ら，2008；Gomi ＆ 
Noro ，2010；五味ら，2009；Hirasawa et al.，2009；本田・村中，2010；河田ら，2005；
古田島ら，2006；Mancina et al., 2000；長尾，2003；長澤，2002；長澤・福田，2009；
野口ら，2008；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；小笠原ら，2013；大久保ら，2007；
興津・関戸，2007；Radford ＆ Ervin, 2002；Sansosti, 2012；関戸，2004；関戸・田中，






























Luiselli, 2007；Clarke et al., 2002；Crozier ＆ Tincani, 2005；遠藤，2008；藤田，2009；
福原ら，2008；Gomi ＆ Noro，2010；五味ら，2009；平澤・藤原，2000； Hirasawa et 
al.，2009；廣瀬ら，2003；古田島ら，2006；Murray et al., 2002；長澤・福田，2009；
野口ら，2008；野口・野呂，2006；野呂・藤村，2002；小笠原ら，2013；及川・宮崎，
2008；興津・関戸，2007；Radford ＆ Ervin, 2002；Sansosti, 2012；関戸・田中，2010；
関原，2008；Stahr et al., 2006；高畑，2004)、ABC 分析(注 4)を適用した研究(梶・藤田，
2006；大久保ら，2007；下山・園山，2010)、行動観察により対象児の行動問題に関する
実態把握を行い、その情報を基に先行研究を検討した研究(Cihak et al., 2009；本田・村中，
2010；Lee et al., 2007；Mancina et al., 2000；大谷，2005；関戸，2004；関戸・安田，

































































的な指導・支援を行い、維持期では教師がその役割を担った。Mancina et al. (2000)では、








































共有を行った。Stahr et al. (2006)では、指導・支援手続きの選定のために、機能的アセス
メントに基づいた decision tree(フローチャート)を活用した。  
 指導・支援手続きの介入の厳密性を高めるために指導・支援手続きに関するチェックリ




































































































Feldman, ＆ Honigman, 1987；Lane, Stanton-Chapman, Jamison, ＆ Phillips, 2007；
























 ２．行動問題を示す発達障害児をもつ保護者と教師の連携時におけるツールの検討  
前節では、行動問題を示す発達障害児の指導・支援の連携時のツールの用途や様式の特
徴が示された。ツールの活用によって、関係者の指導・支援手続きの共有(Gomi ＆ Noro，
















































 本研究は、以下に示す研究 1-1 及び研究 1-2 から研究 5 までの 6 つの研究で構成された























 そのため、研究 2 では家庭場面で実施された研究論文をもとにメタ分析を行い、保護者




















































     連携方法の検討(１)－保護者と教師のニーズがほぼ一致している 
     場合－ 
 













































  ２．方法 
（１）対象 
 対象は、特別支援学校の中学部 2 年生に在籍し、知的障害を伴う自閉的傾向がある男子
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生徒 A とその保護者であった。A は、学校生活全般にわたって活動に参加することが困難




 １）対象児の検査結果：遠城寺式乳幼児分析的発達検査(小学部 5 年生 12 月実施)は、
手の運動 3 歳 10 ケ月、基本的習慣 4 歳 2 ケ月、対人関係 0 歳 10 ケ月～0 歳 11 ケ月、発
語 1 歳 9 ケ月～1 歳 10 ケ月、言語理解 1 歳 5 ケ月であった。 







 本指導・支援が開始される直前の中学部 2 年当初は、学校生活全般に支障が生じるよう











 指導・支援期間は A が中学部 2 年生の時で、200X 年 4 月 10 日～200X＋1 年 3 月 22
日までの 1 年間であった。指導・支援及び観察の場所は、特別支援学校であった。ベース
ライン(以下、BL とする)は 4 月 10 日～4 月 20 日であった。指導・支援期間は、5 期(1 期：
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4 月 21 日～5 月 31 日、2 期：6 月 2 日～7 月 20 日、3 期：9 月 1 日～10 月 20 日、4 期：
10 月 23 日～12 月 22 日、5 期：1 月 9 日～3 月 22 日)であった。支援者は中学部の教師で
A の学級を担当する教師 4 名で、A の様子を行動観察しながら実態の変化に応じて協議を












 Table 4-1 に、保護者との連携の内容を示した。おもに学級担任が、後述する A に対す
る指導・支援手続きの結果を含めた学校生活の様子を連絡帳や電話で伝え、余裕があれば
家庭での様子を連絡帳に書いてもらっていた。研究 1-1 が行われた特別支援学校における
懇談会は年度初め(4 月)、1 学期末(7 月)、2 学期末(12 月)、3 学期末(3 月)の合計 4 回実施
された。また、それ以外に体育大会(9 月)や学校祭(11 月)で保護者が学校を訪問することが
あった。各学期末には、学級担任が保護者に「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」
を提示して、学校での様子を説明した。家庭訪問について、支援 2 期に A が昼夜逆転の生
活をすることが多くなり、A が登校の意思表示をしても、保護者は仕事の関係上、学校ま
























































 そこで、次の 2 点を基本的な指導・支援方針とした。 


















１）教室場面の設定：A の教室の配置は、Fig. 4-1 のようであった。A は登校後、カ
バンをロッカーに片付け、課題遂行時、椅子だけを持って X へ移動した。また、おやつを
食べたりコーヒーを飲んだりする時は長テーブル Y へ移動した。さらに、ウォーキング、
掃除(モップがけ)は教室前廊下を何周かした。A が自分の席に座っている時、教師は A の
近くにいて、X、Y まで移動した時、教師は○か×の所に座った。A が中学部 1 年の時と
教室は変わらず、もともと課題遂行時は椅子を持って X へ移動していた。               
  ２）指導・支援手続き：BL 期：200X－1 年度の A の様子を参考にした行動観察(4 月
10 日～4 月 20 日)：①A が教室に入ってからスケジュールボードを提示し、決められた(週
時程に基づいた)課題をこなせるように声をかけた。スケジュールボードは、長方形の厚紙





 支援 1 期：教育課程の工夫、意思を尊重した支援(4 月 21 日～5 月 31 日)：BL 期のスケ
ジュールボードは提示しなかった。①A の登校後、教師が従来の授業には参加しなくて良
いことを口頭で伝えた。ただし、バスの乗降車時のように必要な活動ては口頭で何度も促




支援 2 期：選択活動(6 月 1 日～7 月 20 日)：①支援 1 期の①と同じであった。②教師が
活動カードをボード(大きさ 20cm×30cm)に 10 種類程度貼った。ここで、活動カード(大き
さ 4.5cm×4.5cm)とはプリント、ビーズ、貼り絵、ホットケーキ、チョコレートなど A の
興味の持てそうな内容のものを 30 種類程度取り上げ絵、写真、文字をつけたものを指す。
A にボードを提示して、自分のしたいことを選ばせた。③A から発語があったり活動カー






 支援 3 期：トークンシステムの導入(9 月 1 日～10 月 20 日)：A の机上に「□□□おや
つ」と書いたプリントを提示した。活動カードから選択し、1 つの課題が終わったら□に
シールを貼らせた。これを 3 回繰り返し、3 つシールが貼られたら、教師が「3 つ課題が





 支援 4 期：余暇活動(10 月 23 日～12 月 22 日)：活動カードに余暇(コーヒーを入れて飲
む、ビデオを観る、買い物をするなど)につながる活動を付け加えた。A が自分で選択した
活動に取り組めない時は、教師が「したくないなら別の活動をしても良い」ことを口頭で
伝え、別の課題を選ばせた。それら以外は、支援 2 期と同様であった。 




ら以外は、支援 2 期と同様であった。 
 （８）記録方法とデータの整理 







までの時間、下校時は玄関からバスに乗車するまでの時間を「0～10 分」「11 分～20 分」










      　支援期 ①活動の切り替え ②意思表示、やりとり ③バス降車 ④バス乗車 ⑤排尿

































































BL期 25 0 75 4
支援１期 40 0 60 10
支援２期 78.6 7.1 14.3 14
支援３期 51.9 7.4 40.7 27
支援４期 89.3 3.6 7.1 28











BL期 0 0 100 4
支援１期 58.3 8.3 33.3 12
支援２期 61.1 16.7 22.2 18
支援３期 65.4 7.7 26.9 26
支援４期 100 0 0 37








排尿について、A が「おしっこ」と言ってから排尿するまでの時間を「0～10 分」「11 分
～20 分」「それよりかかった」「漏らした」の 4 つに分けて記録した。  
 ３．結果 
 各期の概要を Table 4-2 に示し、バス降車、バス乗車、排尿の各支援期の結果は、それ 
ぞれ Table 4-3、Table 4-4、Table 4-5 に示した。Table 4-3 において、例えば BL の総数
4 とは BL の期間中に 4 回のバス降車があり、「0～10 分」が 1 回、「11～20 分」が 0 回、
「それよりかかった」が 3 回あったことを示し、他の支援や Table 4-4、Table 4-5 も同様
である。Table 4-6 に保護者との連携内容を示した。 
 （１）BL期 























BL期 20 20 0 60 5
支援１期 37.5 0 12.5 50 8
支援２期 86.7 13.3 0 0 15
支援３期 81.8 18.2 0 0 22
支援４期 100 0 0 0 24







   ２）保護者との連携内容：電話などで、家庭でも学校と同様に漏らすことがあったと
の報告を受けた。また、1 つの活動から活動への移行時に滞ることがあった。 














































 （３）支援 2期 
  １）A の結果：選択活動を行った。①場面の切り替え：登校後、靴を履き替え、着替
え、朝の会にも参加し、プリント、ビーズ、貼り絵、ホットケーキづくり、なべしきなど
















問時は 2 名の教師が同行し、1 名が運転し、1 名が A の横に座った。家庭訪問時、母親が
A に「トイレ行くよ」など何度か声かけをすると、それに応じた行動が生起した。登校準
備ができた後に、教師が A に声をかけ乗車させることができた。 
 （４）支援 3期 
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  ２）保護者との連携内容：体育大会の日は母親が参観し、最近、A が風邪をひいて体
調が悪いとの報告を受けた。そのため、大玉送りに参加した後は、母親と一緒に過ごして
教室で休むことになった。A が休んでいる間は、母親に学校での取り組みの状況(支援 3 期
の A の結果)などについての報告を行った。 
 （５）支援 4期 































 （６）支援 5期 
  １）A の結果：体を動かす活動、飲み物の代金の提示を行った。①場面の切り替え：






する日もあった(1/23 以降)。しかし 2 学期に見られた 1 日中教室に入らず、ベンチに座っ
てつばこすりをする行動は見られなかった。3 学期初めは、教師が提案する活動を受け入

















































が増加した。支援 5 期では教師とのやりとりが増加した。 
 支援 2 期以降は選択機会を設け、基本的な支援手続きは大きな変更はなく、選択肢を拡
大させたことにより、A が選択の意味を理解し、意思表示につながったと推察される。ま




























ができる。Table 4-2～Table 4-5 より、2 学期途中から学校では行動問題が低減し、買い
物に出かけることや要求行動が増加した。 












 しかしながら、BL 期やⅠ期で A は排尿をトイレ以外の場所で漏らし、家庭でも同様な












連携方法を検討することが課題として挙げられたため、研究 1-2 で検討を行った。 
 
第３節 研究 1-２：行動問題を示す発達障害児をもつ保護者との連携方 
      法の検討(２)―保護者と教師のニーズが一致していない場合― 
 
 １．はじめに 
 本研究では、保護者と教師の発達障害児に対するニーズが異なる場合 (Minke ＆ 

















型の ADHD のある 2 年生男子 B と保護者であった。B は、医師から MPH(メチルフェニ
デート)の服用をすすめられた。学級には B が中学 1 年生の時に 6 名、中学 2 年生の時に 7
名が在籍した。保護者は B が中学校入学前から、B を通常学級で学ばせたいと考えていた。
B の学校での行動問題に関する報告を受けた時、注意や叱責する対応をとっていた。 
  １）対象児の検査結果：中学 1 年 2 月にスクールカウンセラーが実施した WISC-Ⅲの
結果を Table 4-7 に示した。動作性下位検査では、ばらつきが見られた。絵画完成や絵画
配列の高さに比べて、符号は低かった。 
  ２）対象児のこれまでの学校生活の状況：B は 1 歳前から喃語が少なかった。難聴(60




年時、ADHD と診断され MPH を服用していた。保護者や小学校の教師からは、服用中は
字が丁寧で、授業中も服用していない時に比べて集中できる場面が多かったという報告が





VIQ 70 知識 6 絵画完成 15
PIQ 107 類似 10 符号 4
FIQ 86 算数 7 絵画配列 16
VC 68 単語 3 積木模様 9
PO 118 理解 5 組合せ 11
FD 79 数唱 6 記号探し 9















 期間は、200X 年 4 月から 200X+2 年 3 月までの 2 年間であった。B と保護者との協議
に基づき指導・支援の方針を変更したためⅠ期からⅢ期に分けられ、Ⅰ期は B が中学 1 年





























 Ⅱ期(2 年 7 月)までの各学期の懇談会は、通知表や Table 4-9 の教科ごとの個別の指導計
画を提示して学習の評価や進度を説明した。Ⅲ期(2 年 8 月以降)は、Table 4-10 の個別の
指導計画を B と母親に提示した。月に 1 度の割合で懇談会を開き、これをもとに教科ごと
の目標、指導結果、今後の課題を伝えた。必要に応じて、B も参加するように伝えた。 
 （５）指導・支援仮説及び指導・支援方針 


































 そこで、次の 2 点を基本的な支援方針とした。①B の願いを尊重して、1 年 4 月当初は
交流学級で学習する体制をとる。その際、特別支援学級担任を含む複数の教師が入れ替わ


























































   【社会】
    　  ○世界地図を見ながら，模造紙に各州ごとに国の位置関係を確認して描いていくことができた
        ○地図帳から様々な国を探し，国名ビンゴゲームを楽しむことができた
        ○自分が興味を持っていることに対しては集中して取り組むことができた
　　■興味ないことに関してはなかなか取り組もうとせず，インターネットをしたり，ゲームをしたりということがよく
　　　見られた
   【数学】
　　○連立方程式の利用の問題では，式ではなく，適当な数字を文章に当てはめて正しい答えを出すことができた
   　  ○百マス計算では，正の数×負の数，正の数±負の数，などいろいろな計算を試みたが，正の数同士のかけ算が最も意欲を持続
　　　　させることができた
　　○毎回の結果をカードに記入させると，かかった時間，得点などが視覚で理解でき励みになった


























  　　  ・ペアレントトレーニングを実施する
４　目標
　  ・集中して取り組める時間を増やす
    ・教科書の基本的事項（太字の部分）を理解する
５　指導の方針
   ・第Ⅲ期の生活面、学習面を記載





















































１）Ⅰ期(1 年 4 月)：B は「交流学級のみんなと一緒に勉強したい」との報告がしばし
ばあったので、職員会議で全職員に、①B が交流学級で生活すること、②障害特性に関す
る配慮事項、③TT で複数の教師が B を含む特別な支援を要する生徒への対応を行うこと
を伝え、共通理解を図った。また特別支援学級担任が交流学級の数学の授業を担当し、B
の様子を観察し交流学級の生徒への理解を促すようにした。 
  ２）Ⅱ期(1 年 5 月～2 年 7 月)：1 年 5 月に家庭訪問を行い、4 月の学校での様子を保
護者に伝え、4 月の様子と B、保護者の願いから、以下のように指導・支援手続きを変更
した。この時期は懇談会、家庭訪問、連絡帳、電話連絡などで保護者に日々の様子を伝え、















  ３）Ⅲ期(2 年 8 月～2 年 3 月)：Ⅱ期に以下を付け加えた。①生活面：教師と約束事を
する際、カードやメモにして提示しながら教示を行った(2 年 9 月～)。連絡帳に持ち物の
欄を枠で囲み、持ち物を強調して提示した(2 年 9 月～)。 














 （１）Ⅰ期（1年生 4月）（交流学級） 






  ２）保護者との連携内容：Table 4-11 に、保護者との各期における連携内容を示した。
入学式の数日前の家庭訪問で聴取した保護者のニーズは、「大勢の中で一緒に勉強するこ
と」「極力、特別支援学級には入れたくない」であった。しかし、4 月末に入学後の 1 か






（２）Ⅱ期（1年生 5月～2年生 7月）（特別支援学級・交流学級） 
  １）B の結果：①生活面：1 年生 2 学期後半より特別支援学級では、リーダーシップ
をとれるようになった。教科の時間も 1 年 2 学期後半から特別支援学級で過ごすことが増
え、交流学級の生徒と共に活動する時間が相対的に減った。休み時間になると B は、交流
学級へ行って自ら話しかけることがあった。 
 ②行動面：少しずつ他人のものをとる行動は減ったが、特別支援学級担任が B から離れ
る時間が長い時はものをとり、不要物を学校に持ってくることがしばしばあった。そのた
め登校前、カバンの中を見てもらうように保護者に依頼して共通理解を図った。 















































（３）Ⅲ期（2年生 8月～2年生 3月） 
１）B の結果：①生活面：朝・帰りの会や休み時間では、仲間を気遣ったり、優しい
言葉をかけたりする場面が増えた。また、同じ学級にいる場面緘黙のある生徒から頼りに























































































その都度 B のニーズを聞いていたが、上述したように Table 4-9 の個別の指導計画におけ
る学習内容、指導・支援方法、課題量は十分 B のスキルに合ったものではなく、学習活動
の動機づけを低下させたと考えられた。 
 そこで、Ⅲ期では Table 4-10 に示したように教育活動を全体的に提示したものをもとに
再度、B、保護者のニーズを検討して各教科の様子に説明を加えた。特別支援学級に在籍
する複数名の学習内容・方法が異なっていたため、両者のニーズと実行可能条件を勘案し












された。しかし研究 1-2 は、研究 1-1 の方法だけでは保護者の理解を得るのに十分とは言
えなかった。この要因として、B の学習行動が家庭に般化しなかったことや特別支援学級










































     との協働的アプローチにおけるメタ分析に 





















評価の差は評価者の立場による子どもを見る目の違い(Reed ＆ Osborne, 2013)と、子ど
もの行動問題が家庭場面と支援場面で異なること(Cai, Kaiser, ＆ Hancock, 2004；




























 本研究における家庭文脈に適合した支援を Table 5-1 のように、Albin et al. (1996)の「援
助計画の適合性を査定するための質問紙」(goodness-of-fit survey)を参考にして次のよう
に定義した。 






































④ 支援手続きの効果 12 援助計画は，家庭や地域における家族活動においてあなた
が利用できる成功的な手だてを含んでいますか
19 援助計画は，効果的であると思いますか

























































 年齢は 0～6 歳、7～12 歳、13～18 歳、19 歳以上の 4 段階に分類した。年齢、障害種、
知能レベル(IQ85 以上を正常、70 以上 85 未満を境界線、50 以上 70 未満を軽度、35 以上









































































 効果量(％)＝(BL 期の平均値－介入期の平均値)÷BL 期の平均値×100 
 適応行動の増加を目指した研究において、各論文の図表から、介入前の最初に導入され
た BL 期のすべてのデータの平均値と最終のフェイズの最後 3 からセッションの平均値を
算出した。そして、次の方法で効果量を算出した。 
 効果量(％)＝(介入期の平均値－BL 期の平均値)÷介入期の平均値×100 













 著者と他の 2 名(特別支援学校教員と大学教員)が協議を行い、上記の標的行動、支援手
続きの分類の仕方と分類名は、3 者から同意が得られたものを採用した。また、それらが
どこに分類されるのかを 3 者で協議をして決定した。 
 
第３節 結果                           
 
 家庭場面で専門家と障害児者をもつ家族が協働で行った論文は 34 編であったが、結果
が数量で示されたものは、1996 年から 2010 年までの 31 編であった。さらに、これらの
論文中に「標的行動の選定理由」または「支援手続きの決め方」のいずれかが記述された






 Table 5-3 に、対象児者に関する特徴と効果量平均、標準偏差を示した。年齢別で一番































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































0～6歳 9 18.4 72.9 29.5 87.9 13.2
7～12歳 17 34.7 60.1 27.7 90.2 12.3
13～18歳 22 44.9 75.4 34.9 89.4 8.0
19歳以上 1 2.0 100.0 81.2
障害種
知的障害 14 28.6 72.4 37.7 93.6 3.8
自閉症 19 38.8 72.1 29.5 77.9 14.6
ＡＤＨＤ 2 4.1 95.4 4.6
広汎性発達障害 4 8.2 60.9 33.0 83.0
高機能広汎性発達障害 4 8.2 94.8 7.2
ダウン症 4 8.2 58.3 30.1 100.0
肢体不自由＋知的障害 1 2.0 72.2
視覚＋自閉症 1 2.0 100.0 81.2
知能レベル
正常 1 2.0 63.5
境界 4 8.2 93.3 7.3
軽度 10 20.4 67.8 42.9 91.5 8.5
中度 6 12.2 90.0 19.9 61.7
重度 13 26.5 74.3 32.8 91.1 11.9














　家族の希望 17 65.4 65.3 27.9 91.5 10.4
　家族が指導で必要なこと 1 3.8 45.8 61.7
　家族の選択 2 7.7 100.0 0.0
　家族が実行可能 2 7.7 45.9 27.1 61.7
　家族の支援機会 1 3.8 50.0 31.5
　家族がビデオ可 1 3.8 50.0 31.5
　専門家による対象児者のアセスメント 5 19.2 88.6 10.3 89.8
　専門家による対象児者・家族のアセスメント 8 30.8 54.8 30.0 89.3 12.7
　対象児者の独力 4 15.4 44.1 17.5
　対象児者の達成感・選択肢拡大 1 3.8 22.8
　対象児者の選択 1 3.8 100.0
　　 標的行動のタイプ
　適応行動 16 61.5 67.5 29.3
　行動問題 7 26.9 91.9 10.5









イプは、適応行動の研究が 16 編と最も多く、効果量平均は行動問題の研究が 91.9％で最
も高かった。 
 ３．支援手続きの決定方法、タイプと効果量 




方(Table 5-5 の②③)の効果量が高かった。 
 Table 5-6 に、支援手続きのタイプと効果量平均、標準偏差を示した。最も多く用いら
れた支援手続きは、強化に基づくもので 70.1％を占めた。効果量平均では、適応行動に関
しては教授、強化によるものが高く、それぞれ 75.9％、75.7％であった。標準偏差は、消
去手続きを除いて 30 程度であった。行動問題に関する効果量平均は、いずれも 86.5％以
上であった。 











①専門家が手続き説明 20 66.7 73.0 33.7 88.5 5.7
②専門家が先行研究説明 6 20.0 74.6 29.2 97.3
③専門家が長期的見通し説明 2 6.7 86.1 13.9
④専門家が立案→協議して修正 7 23.3 78.9 12.0 91.1 12.1
⑤専門家が立案→家族の実行可能性から
修正
2 6.7 46.0 31.3 91.3 8.7
⑥専門家がライフスタイルを考慮して立案
→協議して修正
1 3.3 45.8 61.7
⑦家族が選択 1 3.3 83.0











先行刺激に基づいた手続き 21 38.9 49.8 25.8 88.1 15.0
直接的な教授に基づいた手続き 33 61.1 75.9 29.2 87.2 12.5
消去に基づいた手続き 5 9.3 73.6 7.8 90.3 0.5
強化に基づいた手続き 38 70.1 75.7 28.1 86.5 12.1







4.5 以上であった。家族の負担度は、罰による手続き以外が 2.0 前後であった。対象児者






























先行刺激に基づいた手続き 4.7 0.5 2.1 0.8 1.0 0.0 4.7 0.5
直接的な教授に基づいた手続き 4.5 0.7 2.3 0.6 1.0 0.0 4.5 0.5
消去に基づいた手続き 5.0 0.0 2.0 1.0 5.0









受けるストレスの度合いを評価してもらうことも必要であろう。また第 1 章第 2 節に示し









 （１）支援手続きの提案  
 Table 5-2 より、青木・山本(1996)は、対象児が日常的な生活技能を一人で遂行できるよ
うにカードの活用を試みた。しかし、研究に参加した保護者 4 名中 2 名は、カードの活用
に負担を感じた。専門家からは比較的使用が容易と思われたカードの提案も、実行者側か
らすれば普段行う声かけの方が取り組みやすいという報告があった。 




 また Table 5-6 より、いずれの支援手続きも適応行動の増加を目指した研究では効果量
平均に相当なばらつきがみられた。一方、行動問題の低減を目指した研究では、適応行動
に比べてばらつきが小さく、どの手続きも 86.5％を超えたことから、いずれの支援手続き







































     との協働的アプローチにおける「協議ツー 
     ル」の開発とその効果の検討（研究 3～5）  
 
第１節 研究３：行動問題を示す発達障害児をもつ保護者との協働的 
    アプローチにおける「協議ツール」の効果の検討(１) 
 
 １．問題と目的 









































毎月 2 回の割合で大学相談機関(以下、相談機関)に来所し、C は個別指導を受け、母親は
大学で応用行動分析を専門とする大学教員からスーパーバイズを受ける大学院生による面
接を受けていた。現在 C が通う小学校では、「耳を叩く」「つばをはく」「奇声をあげる」
「ものを破る」などの行動問題が生じていた。小学 6 年時(生活年齢 12 歳 2 ケ月)に受けた
新版 K 式発達検査結果は、姿勢・運動が 3 歳 6 ケ月以上、認知・適応が 5 歳 7 ケ月、言












また、それらに合わせて各期を設定した。BL 期は 4/2～4/11 の 10 日間(セッション 1～10)
で、支援期間はⅠ期(4/12～5/17)の 34 日間(セッション 11～44)、Ⅱ期(5/18～6/14)の 28
日間(セッション 45～72)、Ⅲ期(6/15～7/3)の 19 日間(セッション 73～91)の 3 期であった。 
 （３）「協議ツール」を活用した協働的アプローチ 























「ライフスタイル」「価値観」「継続性」の 5 項目を 5 段階評価するものであった。5 段
階評価では、数字の大きい方が肯定的な評価を示した。 
  ２）協議方法と協働的アプローチのプロセス：「協議ツール」を活用した協働的アプ
ローチを以下のように行った。①協議の回数と形態：母親との協議は合計 18 回で、1 回目
から 5 回目までの 5 回は C の好み・苦手などのアセスメント、家族の特徴の聞き取りと行
動問題の選定［協議ツール⑴］であった。6 回目から 18 回目までの 13 回は、著者から支
援手続きの提案［協議ツール⑵]、母親の支援手続きの評価［協議ツール⑶］、母親の支
援実行後の評価［協議ツール⑷］という一連の流れに沿った。1 回あたり 2～4 時間程度行
った。また、1 回あたり 30～40 分程度、C と母親が相談機関に来所し、大学院生が個別
指導室にて C への個別指導を行う様子をモニターで見ることや相談に応じることも行っ
た。C の特別支援学級担任の同席もあった。協議は、BL 期に 1 回、Ⅰ期に 5 回、Ⅱ期に
4 回、Ⅲ期に 3 回行われた。 
 ②アセスメント方法：C および家族の特徴に関するアセスメントは、1 回平均 2 時間程
度であった。 












リント 1 枚 50 問程度の 3 種類)が出された。宿題に取りかかるまでに時間を要することが
多かった。また、宿題中にもマンガ本を読んだり、ゲームをしたりすることがあった。 












3 人で父親の運転する車で買い物に出かけることが多かった。父親から C に積極的に関わ






優先順位をつけ、上位 2 つを支援対象の行動問題として提案した。Table 6-1 に母親が挙
げた気になる行動(以下、行動問題)を示した。全部で 10 の行動問題を挙げ、協議ツール⑴
の結果、上位は手を噛む行動(以下「手を噛む」)が合計 26 点、繰り返し気になる言葉を言



































手を噛む 5 5 5 1 5 5 26
気になる言葉を言う 5 5 3 1 2～3 5 21～22
本を破る 4 4 1 1 5 5 20
本に落書きをする 4 4 1 1 5 5 20
外出することが難しい 4 3 1 1 5 5 19
指示に従わない 3 4 1 1 5 5 19
気になる音がある 2 3 3 3 3 4～5 18～19
人の視線が気になる 4 3～4 1 1 3 5 17～18
いろんなボタンを押す 2 3 3 2 3 4 17




















る MAS を評価してもらった。その結果、「手を噛む」は最高得点 6.0 点中、「感覚」機
能が 4.8 点、「注目」機能が 3.0 点、「逃避」機能が 3.0 点、「要求」機能が 2.8 点とな
り、感覚機能が優先的に高かった。 









 一方、「気になる言葉」について、MAS では最高得点 6.0 点中、「感覚」機能が 1.5 点、


















































開始 30 分前に時計を C に見せて「長い針が○になったら宿題するよ」と声をかけタイマ
ーを 20 分間セットした。タイマーが鳴ったら時計を C に見せて「長い針が○になったら
宿題するよ」と声をかけ、タイマーを 4 分間セットした。またタイマーが鳴ったら、時計






























説明した後、ガムか飴を C に渡して車中で食べて待つように伝えた。 
 ③Ⅱ期：a．箱の設置：「気になる言葉」のきっかけの宿題場面で見通しを持たせるた




























 母親が、家庭で C の行動問題が生起するごとに ABC 記録に行動問題の従事時間、生起
した時刻を記録した。母親がチェック表に毎日の特記事項を記述した記録や、協議に活用





























































































































































































































写真カード 4 5 4 4 5 22 時間予告 4 4～5 5 5 5 23～24
①本の片付け 4 4 4 4 5 21 消去 4 3 4 3 5 19
②宿題 3～4 4 5 5 5 22～23 SS 4 4 4 4 5 21
①ガム 4 3 4 4 5 20 本の片付けと宿題 4 4 4 4 5 21





































































































































































































  ２）Ⅱ期：協議の流れを Fig. 6-4 に示した。Ⅱ期では、「気になる言葉」は、すべて
宿題の場面に関する支援を提示した。宿題内容の変更、スケジュールの提示、課題の始終
を明確にする箱の設置、わからない時に「教えて」「応援して」カードの提示、「教えて」













5 5 5 5 5 25
5 5 5 5 5 25
5 4 5 5 5 24
5 5 5 5 5 25
5 5 5 5 5 25






























































ば極力注目を与えないようにして写真カードを C に見せるだけにするように提案した。 
  ３）Ⅲ期：協議の流れを Fig. 6-5 に示した。Ⅲ期では、「気になる言葉」について、
母親に対して言う言葉と父親に対する言葉とを分けた SS の提示、表情シートを用いてそ
の時の気持ちを言葉で答える練習をする SST、気になる言葉を言って来ても無視し続ける
消去手続きの説明を行った。母親の評価では、消去手続き以外は 25 点の評価であった。 
SS では、これまで使ったものの中で今の C にとって一番合って良いという評価であった。
平日は父親の帰宅が遅いため、平日は母親用、休日は父親用のものを読み聞かせすること
にした。最近は SS のクイズに興味を示さなくなってきたことから、本文のみを提示した。 
 SST では、表情シートの大きさは持ち運びができるようなもので、その時の表情を言葉
で言うことと気持ちを点数で表すことの両方は難しいので、Ⅲ期では表情シートのみを使
用した。Ⅰ期からⅢ期まで、著者が母親の意見を聞いて SS1～SS3 を作成した。 
 （２）行動問題 
 「手を噛む」について、1 日当たりの生起回数と従事時間の合計を Fig. 6-6 に示した。 
BL 期では、1 日当たり多い時で 5 回、従事時間の合計が 300 秒で、平均回数 2.5 回、従
事時間の平均 126.7 秒であった。Ⅰ期では、0 回が 13 日あり、平均回数 0.9 回、従事時間 
の平均 17.5 秒であった。Ⅱ期ではⅠ期と比べて回数、時間が短縮され、平均回数 0.75 回、
従事時間の平均 6.0 秒であった。Ⅲ期では 1 回あったのが 1 日のみで他はすべて 0 回であ
った。平均回数 0.05 回、従事時間の平均 0.26 秒であった。 
 「気になる言葉」について、1 日当たりの生起回数と従事時間の合計を Fig. 6-7 に示し
た。BL 期では、1 日当たり多い時で 12 回、従事時間の合計が 560 秒で平均回数 6.3 回、
115 
 
従事時間の平均 204 秒であった。Ⅰ期では BL より平均回数、時間ともに減少し、平均回
数 3.3 回、従事時間の平均 106 秒であった。Ⅱ期では、1 度だけ従事時間が 600 秒という
日もあったが、それ以降は短時間で終わることが増えた。Ⅰ期と比べて回数、時間がさら
に短縮され、平均回数 1.9 回、従事時間の平均 40.5 秒であった。Ⅲ期では、1 回当たりの
従事時間がⅡ期同様短縮された。平均回数 1.8 回、従事時間の平均 14.6 秒であった。 
 宿題時間中、Ⅰ期(機会は 19 回)では「手を噛む」が 15 回、「気になる言葉」が 34 回(合
計 640 秒)あったものが、Ⅱ期(機会は 19 回)では、「手を噛む」が 2 回、「気になる言葉」






































































































  １）Ⅰ期：協議ツール⑷の評価を Table 6-2 に示した。Ⅰ期は、3 回の評価を行った。






















5 5 5 5 5 25
5 5 5 5 5 25











































































































































































































































































































従 事 時 間 （ 秒 ）
















































































































従 事 時 間 （ 秒 ）













































































































































































4 4 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
入浴前の時間予告 4 4 4 5 4











4 2 4 4 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
入浴前の時間予告 2 4 4 4 5











4 3 4 4 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
入浴前の時間予告 5 4 5 5 5













































  ２）Ⅱ期：協議ツール⑷の評価を Table 6-3 に示した。2 回の評価を行い、「手を噛
む」は評価①では 85 点、評価②では 90 点、「気になる言葉」は、日によって多い日とそ
うでない日があるため、50～95 点という評価であった。支援手続きに関する評価段階はす
べて 4 以上であった。入浴前は、直前の声かけで問題がなかったから、宿題場面でも 3 回
から 2 回に減らしても良いかという質問があった。新規課題を導入した以降は、平均 1 時
間程度で終了していることが報告された。 
  ３）Ⅲ期：協議ツール⑷の評価を Table 6-4 に示した。2 つの行動問題の評価は 2 回
とも 90 点以上であった。「手を噛む」では、きれいになってきているという報告があっ
た。「気になる言葉」では、切り替えが早くできるようになったことが示された。支援手
続きについて、評価①では評価段階がすべて 5 で、SS3 はこれまでの中で最も効果がある















5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
SS2 5 4 5 5 5
新規の課題 5 5 5 5 5
スケジュール 5 4 5 5 5











5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
SS2 5 4 5 5 5
新規の課題 5 5 5 5 5
スケジュール 5 4 5 5 5


























 ①行動問題の妥当性について、アンケート結果が 5 で、研究終了後のインタビューでは
C の母親は「当時はあの行動が一番気になっていたので、頻度が下がればストレスが下が
ると思っていた」と評価した。②価値観や考え方に関して、Table 6-2～Table 6-4 の協議
ツール⑷の結果より、Ⅰ期からⅢ期の評価段階はすべて 4 以上で、5 の割合は 94.4％であ
った。③ライフスタイルに関して、Table 6-2～Table 6-4 の協議ツール⑷の結果より評価
段階 5 の評価が 88.9％であった。④効果に関して、Table 6-2～Table 6-4 の協議ツール⑷
の結果より、「手を噛む」はすべての評価日において 80 点以上であった。「気になる言
葉」はⅠ期、Ⅱ期の評価①までは 50～95 点と変動したが、それ以降は 80 点以上の評価で
あった。ABC 記録の結果によれば、Fig. 6-6、Fig. 6-7 より、2 つの行動問題は期を追う











5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 5 5 5 5
新規の課題 5 5 5 5 5
終始の明確化 5 5 5 5 5
SS3 5 5 5 5 5











5 5 5 5 5
宿題の時間予告 5 4 5 5 5
新規の課題 5 4 5 5 5
終始の明確化 5 5 5 5 5
SS3 5 4 5 5 5




























① 負担・抵抗なく答えることができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
④ アセスメントにかけた回数は妥当であった 5 4 3 2 1
２．標的行動
① 決定した標的行動は妥当であった 5 4 3 2 1
② 評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
３．支援手続きの提案から評価まで
① 支援手続きの説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 提案された支援手続きの数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 協議ツールの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
④ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．具体的な支援手続き
① 一日の流れに沿った説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 支援手続きチェック表は便利であった 5 4 3 2 1
③ 記録方法は容易であった 5 4 3 2 1
④ 記録のチェックは容易であった 5 4 3 2 1
５．支援手続きの修正
① 標的行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 支援手続きの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 支援手続きの点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援手続きを修正する際、意見は反映された 5 4 3 2 1































































Ⅰ期からⅢ期において評価段階 5 の割合が 97.2％であった。チェック表や記録表にも、毎
日家庭で遂行した内容を継続して記録していた。さらに、研究終了後も継続していると報
告した。⑥家族の負担では、Table 6-2～Table 6-4 の協議ツール⑷の結果より、Ⅰ期から
Ⅲ期において評価段階 5 の割合が 86.1％、評価段階 4 の割合が 11.1％、評価段階 2 の割
合が 2.8％であった。 
 ４．考察 





  １）Ⅰ期：写真カードの提示、宿題・入浴時の声かけ、SS1 の読み聞かせを行った結


































質的に内容を変化させたことで C の飽和を遅延させることができたと考えられる。 




























































結果的に、④C の身体を傷つける可能性があることから、十分 C のニーズを満たす行動問
題とは言えない。このことと研究終了後のアンケート結果を合わせて、C と母親のニーズ
に合致させた行動問題を選定するために、母親が普段目にする行動問題の生起頻度や母親




























脈に適合した支援の提供ができたと考えられる。   




形式には負担はなかったとコメントした。このことから、O’Neill et al. (1997)も推奨する
ように、使いやすい記録方法であったと言える。 
 ３．検討課題 








    アプローチにおける「協議ツール」の効果の検討(２)  
 
１．問題と目的 








 学校場面における保護者との協議に関して、研究 2 では中学校特別支援学級に在籍する
















 ところで、研究 3 では研究終了後に母親による支援行動が維持されたかは未検討であっ
た。維持に関する先行研究において、保護者の支援行動を維持させるために、保護者によ



















 特別支援学校小学部に在籍する知的障害を伴う自閉症男児 D(6 年)とその母親であった。




常に教師が D に付き添って行動していた。4 月当初、学校では着替えなどに時間を要した。 





 支援期間は、20XX 年 4 月から 20XX+1 年 3 月までの約 1 年間であった。5 月から 7 月
までの約 3 か月間は D と家族のアセスメントを行った。後述する 2 つの支援対象の行動問
題に関して、「着替え」は、BL 期(6/5～8/2 の 31 日間：S1～31)と支援 3 期(Ⅰ期：8/3～
9/17 の 46 日間：S32～77、Ⅱ期：9/18～10/26 の 15 日間：S78～92、Ⅲ期：10/27～11/8
の 13 日間：S93～105)で構成された。「下半身をさわる」は BL 期((6/5～8/2 の 31 日間：
S1～31)と支援期(8/3～11/8 の 74 日間：S32～105)で構成された。S105 時点で家庭文脈に
適合した支援が提供され、それ以降は維持期(記録あり)(11/9～1/10 の 63 日間：S106～
168)、維持期(記録なし)(1/11～3/10 の 59 日間：S169～227)が設定された。セッション数
130 
 
は、S1 から S168 までは母親が記録をとった日を表し、S169 以降は 1/11 が S169、1/12













 担任は D が特別支援学校に入学以前から小学部に所属し、これまで D との関わりがあ

















1 を S137(12/10)、S168(1/10)、S199(2/10)、S227(3/10)の合計 4 回実施し回答を求めた。
アンケート 1 では、母親に行動問題に関する支援手続きを継続性や負担の観点から 5 段階
評価を求めた。行動問題が気になる場合や支援手続きが負担な場合は、その理由を尋ねた。
3 月は、協働的アプローチの全般的な手続きに関するアンケート 2 と電話による聞き取り
を実施した。連絡帳では、協議ツールを提示して回答までの期間を 1 週間程度とした。家
庭訪問時なども利用して聞き取りなどを行った。 
 ②アセスメント方法：担任が研究 3 で使用したアセスメントシートを提示して、記入を
依頼した。 































かった行動に合致したものを支援対象の行動問題とした。母親は D の行動問題を 9 つ挙げ
た(Table 6-6)。しかし、協議ツール⑴の評価結果、どの行動問題も従事時間は記入されな
かった。合計点数の高い行動は、「他人の下半身が気になる(さわる)」「高い所に登る」




















他人の下半身が気になる 4 4 4 5 4 21
高い所に登る 4 4 5 4 4 21
今するべきことができない 2 4 3 3 4 16
人前でも「ちんちん」などの好ましくない言葉を言う 2 3 3 3 4 15
後始末ができない 2 3 3 3 4 15
あいさつの声が小さい 2 3 3 3 3 14
ありがとうが言えない 2 3 3 3 3 14
食事の時手を使うことが多い 2 3 3 3 3 14














  ４）支援手続きに関する協議：研究 3 に基づき、担任、副担任による支援手続きの提
案から実行後の評価までの協議方法は、「協議ツール」を連絡帳に挟んで行い、およそ 1




  １）機能的アセスメントに基づく支援計画：Fig. 6-7、Fig. 6-8 に、上記の 2 つの行動
問題の機能的アセスメントの結果を示した。母親が MAS を行った結果、2 つの行動問題
は感覚刺激の機能が優先的に高かった。D の学級の教師 2 名が学校場面での D の行動を想









では担任か副担任のいずれかの教師と 1 対 1 で関わることが可能であり、上記①の方法が
効果的であった。 

























られる」など D の好きな活動ができることを約束した。それ以外はⅡ期と同様であった。 
 c．維持期：記録あり：週に 2～3 回記録をとるように指示した。母親の支援手続きはⅢ
期と同様であった。 
 記録なし：記録は全くとらないで良いことを伝えた。支援手続きはⅢ期と同様であった。  
 ②下半身をさわる：a．BL 期：弟との座る位置などの環境操作は特別行わず、下半身を
さわった後に「さわりません」などの注意をしていた。 









 協働的アプローチ終了後、母親が週に 2～3 回の割合で記録をとる条件、または、全く
記録をとらない条件に加え、月 1 度の割合でアンケート 1 への記入を依頼した。行動問題
や支援手続きへの否定的な評価があった場合は、再度、協働的アプローチを提案した。3
月に、本研究の全般的な手続きに関するアンケート 2 と電話による聞き取りを実施した。 
 （７）記録方法と家庭文脈に適合した支援の評価方法 
 家庭で、母親が D の行動問題に要した時間と生起回数を記録した。協議に活用した協議
ツール⑴～⑷への記述や口頭による意見もデータとした。さらに、家庭文脈に適合した支
援の評価方法は、研究 3 と同様であった。 
 ３．結果 
 （１）支援手続きに関する協議 




















 Fig. 6-11 に「着替え」に関する結果を示した。BL 期では平均 21.1 分(範囲：15 分～25







Fig. 6-12 に、「下半身をさわる」に関する結果を示した。BL 期は 1 日平均 0.48 回(31
日中 15 回)であったが、支援開始後、1 日平均 0.15 回(74 日中 11 回)まで減少した。維持
期(記録あり)では、1 日平均 0.21 回(24 日中 5 回)であった。BL 期では、ほとんど弟が近
































































































































































は、いずれの標的行動も 85 点以上で、支援手続きに関しても評価段階はすべて 4 以上で
あった。 
 （４）アンケート結果 






































服の提示 2 4 3 5 2 16 未然に防ぐ 5 5 5 4 5 24
写真カード 4 4 4 5 5 22 遊ぶ機会 4 4 4 4 5 21
場所の設定 2 4 4 5 5 20 トイレ 4 4 5 5 5 23
































































































































手順を提示 5 5 4 4 5 23
弟たちと同じ場所 5 4 4 4 5 22














































































































































































































































































































































































































































































































































































 ①標的行動について、アンケート 2 の結果が 5 であったことから妥当と判断した。②支
援手続きに対する価値観や考え方に関して、Table 6-8～Table 6-10 の協議ツール⑷より、
評価段階 5 が 94.4％、4 が 5.6％であった。③ライフスタイルに関して Table 6-8 ～Table 
6-10 の協議ツール⑷より評価段階 5 が 83.3％、4 が 11.1％、2 が 5.6％であった。④支援
手続きの効果に関して、Table 6-8～Table 6-10 の協議ツール⑷の 3、4 回目の評価では 85



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































4 4 5 5 5
写真カードの提示 5 5 5 5 5
5 4 5 5 5











5 5 5 5 5
写真カードの提示 3 5 4 4 4
さわる機会の減少 5 5 5 5 5






















































した。⑤継続性に関して、Table 6-8～Table 6-10 の協議ツール⑷の結果より、評価段階 5
が 88.9％、評価段階 4 が 11.1％であった。維持期の記録の有無にかかわらず、Table 6-7
より支援行動の維持が示された。⑥家族の負担について、Table 6-8 ～Table 6-10 の協議











5 5 5 5 5
3 5 5 5 4
5 5 2 5 5
5 5 5 5 5



































5 5 5 5 5
4 5 4 5 5
5 4 5 5 5
5 5 5 5 5






































① 負担・抵抗なく答えることができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
２．改善したい行動
① 決定した改善したい行動（下半身をさわる）は妥当であった 5 4 3 2 1
② 決定した改善したい行動（着替え）は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 評価の観点（緊急性，危険性，頻度など）はわかりやすかった 5 4 3 2 1
④ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
３．支援方法の提案から評価まで
① 支援方法の説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 提案された支援方法の数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 協議ツールの評価の観点はわかりやすかった 5 4 3 2 1
④ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．具体的な支援方法
① 一日の流れに沿った説明はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 記録のチェックは容易であった 5 4 3 2 1
５．支援手続きの修正
① 改善したい行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 支援方法の評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 支援方法の点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援方法を修正する際，お母さんの意見は反映された 5 4 3 2 1


















































































は 20 分程度要することが多かった。しかし、9/29 以降は、母親が D から離れずに声かけ



































































































    「協議ツール」を解説したマニュアルブック活用による効果 
    の検討 
 
１．問題と目的 








































  １）生徒：①C1：中学部 1 年の知的障害を伴う自閉症児であった。学級には 7 名の生
徒が所属し、3 名の教師が担当した。S-M 社会生活能力検査(20XX 年 1 月 15 日)の結果は、
社会生活年齢 1 歳 10 か月(以下、1:10)、身辺自立 2:0、移動 2:11、作業 1:6、意志交換 1:3、




 ②C2：高等部 1 年で、自閉症、四肢まひ、てんかんがあった。学級には 4 名の生徒が所
属し、3 名の教師が担当した。S-M 社会生活能力検査(20XX-1 年 11 月 26 日)の結果は、社
会生活年齢 1:10、身辺自立 1:8、移動 1:11、作業 2:2、意志交換 2:0、集団参加 1:10、自己




計画立案した 11 月に家を建て、12 月はその家に引っ越しを行うなどして、C2 は 1 月末
までは落ち着かない様子であった。 
 ③C3：小学部 5 年の中度自閉症児であった。学級には 8 名が所属し、4 名の教師が担当






  ２）教師：以下に示す T1、T2、T3 の 3 名であった。支援計画立案のために、マニュ
アルブック以外で参考にした書籍はなかった。また、機能的アセスメントの知識は持たな
かった。支援計画は、マニュアルブックを参照して立案した。立案後は、後述する自立活
動専任の T に支援計画を提示して個々に相談(相談内容は、「(3)著者及び T の役割」の２）
T の役割を参照)を行った。しかし、3 名とも T に技術的基準に関する質問はしなかった。 
 ①T1：教員経験年数が 12 年(特別支援学校 4 年)で、特別支援学校の免許状を有してい





 ②T2：教員経験年数(特別支援学校)が 4 年で、特別支援学校の免許状を有した。午前中
の作業学習以外の時間は基本的にC2と関わった。C2が中学部3年時から担任をしていた。
機能的アセスメントに基づいた支援計画は、放課後の時間(合計 4 時間程度)を利用した。 
 ③T3：教員経験年数が 22 年(特別支援学校 3 年)で、特別支援学校の免許状を有した。
C3 が小学部 3 年時に C3 の担任をしたことがあった。機能的アセスメントに基づいた支援
計画は、放課後の時間(合計 5 時間程度)を利用した。 
 （２）支援期間・支援場所・支援者 









者が 2 回目に提示された協議ツール⑵の内容を実施可能と判断した段階で、T1 は支援Ⅰ
期からⅡ期へ移行した。著者が T2 に BL 期のデータを 2 週間程度とった後、支援実施を
依頼したため、BL 期、支援期に分けられた。支援は、BL 期(セッション 1～14)(9/2～9/16)、
支援Ⅰ期(セッション 15～71)(9/17～11/17)、支援Ⅱ期(セッション 72～84)(11/18～11/29)
に分けられた。 
 T2 は 5 月にアセスメント、6 月に協議ツール⑴、11 月に協議ツール⑵、2 月に協議ツ
ール⑶、3 月に協議ツール⑷を実施した。著者が T2 に BL 期のデータを 2 週間程度収集し
た後、支援を実施するように依頼したため、BL 期(セッション 1～11)(1/30～2/9)、支援期
(セッション 12～20)(2/22～3/2)に分けられた。 
 T3 は、6 月にアセスメント、8 月に協議ツール⑴、11 月に協議ツール⑵を実施した。記
録は BL 期(9/22～10/4)のみ測定され、支援期は実施されなかった。 
 BL 期は、支援対象の行動問題が生起したら制止する対応を行い、ABC 記録用紙に記録
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 （３）著者及び Tの役割 
 教師へのコンサルテーションは、著者と T が行った。著者は研究機関に所属し、T(教員
経験 21 年、特別支援学校一種免許状所有)は A 特別支援学校に勤務する教師であった。著


























 ③進捗状況の確認：T と月 1 回程度、メールや電話で教師の実践の進捗状況を確認した。










 ⑥電話での聞き取り：著者が T1 及び T から、対象児の学校及び家庭の様子などを電話
で聞き取った。 




ようにより具体化させる記述を求めた。しかし、技術的基準の質問は受けなかった。   
 （４）マニュアルブックを活用した協働的アプローチ  
  １）マニュアルブック：A4 用紙 42 ページで構成され、内容は「協議ツール」を活用




























実行後、協議ツール⑷で評価を行った。C1 の保護者は 2 回の評価を行った。1 回目は口頭
で行われ、保護者や C1 に負担が増したため支援手続きを変更した。C1 の保護者は、T1
が 2 回目に提示した協議ツール⑵の支援手続き実施後、協議ツール⑶の評価を口頭で行っ
た。さらに後日、協議ツール⑷で 2 回目の評価を行った。C2 の保護者は支援手続きの変
更がなく、協議ツール⑷で 1 回の評価を行った。          
 （５）保護者との連携方法 
 「（３）著者及び T の役割」の④情報収集から、以下の情報が得られた。 





  ２）C2 の保護者：T2 との連携では、直接協議する場は家庭訪問時(10 分程度)、支援 
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         Table 6-12 保護者が挙げた気になる行動 
 
 
会議や来校時(2～3 か月に 1 回の割合で、3～5 分程度)であった。連絡帳でマニュアルブッ
クのやりとりを行い、不明な点は電話やメールで追加して行った。 






















自己刺激行動 4 4 5 4 4 1 22
脱衣行動 4 4 1 5 2 3 19
妹を叩く 5 5 3 5 5 3 26
物を落とす 5 5 4 4 3 5 26
自分の顔や頭を叩く 5 5 5 3 4 4 26
服を脱いで着ない 4 4 4 3 3 5 23
性器をさわる 5 3 3 3 4 4 22
服を破く 5 5 3 3 2 4 22
物や食べ物を落とす 4 4 1 4 5 3 21
奇声，大声で騒ぐ（食後） 4 4 1 1 3 5 18
オシッコの頻度 4 4 1 1 4 3 17
性器いじり（さわる） 2 4 1 1 3 5 16
刺身，キムチを噛まずに飲み込む 2 2 3 1 2 5 15







                                                   　2：およそ10秒～30秒　　1：およそ10秒未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評価段階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急性　5：すぐにでも改善したい　4：できれば改善したい　3：どちらでもない











  １）機能的アセスメントに基づいた支援計画：①C1 の「自己刺激行動」(Fig. 6-13)：





 ②C2 の「妹を叩く行動」(Fig. 6-14)：MAS では、要求 1.5 点、注目 1.3 点、感覚刺激








 ③C3 の「物(食べ物)を落とす行動」(Fig. 6-15)：MAS では、感覚刺激 3.0 点、要求 2.8












  ２）具体的な支援手続き 
 ①C1 

















 BL 期：普段通りに関わり、支援対象の行動問題が生起したら制止する対応を行った。 
 支援期：帰宅後の予定を、「1：テレビ 2：お風呂 3：ごはん」と端的に伝え、入浴、
食事の 5 分前には再度声かけを行った。最後に「OK」と尋ねて、C2 が「OK」と返事す
るまで繰り返し伝えた。このように予定を伝えて、予定通りの行動が生起したら賞賛した。 
 C3 に対しては、具体的な支援手続きは行われなかった。 
 （８）電話での聞き取りとアンケート 
































ツール⑵⑶を見ながら口頭でほぼ評価段階が 3 以上であった。 
  ２）C2：Fig. 6-17 に支援期の協議を示した。「新しいおもちゃ、DVD」「やるべき
協議ツール⑵









































































起床時と就寝時のマッサージ 4 2 3 3 2 14
夕食作りのお手伝い 4 4 4 4 4 20
手先を使う用具や活動の提示 4 3 2 4 1 14
F ig . 6-16　支援期におけるC1の支援手続きに関する協議
ライフスタイル，価値観　  5：とても適合している　4：どちらかというと適合している　3：どちらで

















  １）C1：Fig. 6-18 に「自己刺激行動」の結果を示した。BL 期では平均 5.1 回(範囲：




  ２）C2：Fig. 6-19 に「妹を叩く行動」の結果を示した。BL 期は、平均 0.7 回(範囲：
0 回～1 回)であったが、支援期は平均 0.3 回(範囲：0 回～1 回)まで減少傾向を示した。支
援開始前は、行動問題が生起すると妹と別の場所で食事をとることが多かったが、支援開
始後は妹と一緒に食べられるようになった。 
  ３）C3：Fig. 6-20 に「物を落とす行動」の結果を示した。BL 期は、平均 1.8 回(範囲：
1 回～4 回)であった。T3 から支援方法に関する助言を行った後は、母親から BL 期に比べ
て行動問題は低減したことが報告された。 
 （３）保護者の行動問題・支援手続きに関する評価 
 C3 は未実施であり、C1、C2 の評価は以下のようであった。C1 では 2 回の評価が行わ
れ、1 回目は支援手続きの負担や継続の観点で評価が低かった。2 回目は、自己刺激行動
の達成度は 95 点、支援手続きの評価段階は「夕食作りのお手伝い」「好ましい姿の賞賛」
の「継続性」がそれぞれ 3、4、それら以外は 5 であった。C2 では妹を叩く行動の達成度
は 90 点、支援手続きの評価段階は「家族の負担度」が 4、「子どもの負担度」が 3、「価値
観」が 4、「ライフスタイル」「継続性」が 5 であった。 
 （４）アンケート結果と電話での聞き取り 




教師 3 名の評価段階はそれぞれ 4 以上であった。「協議ツール⑵の作成は容易か」に対し
て、T1、T2、T3 の評価段階はそれぞれ 3、4、2 であった。支援計画の修正時における保






























































新しいおもちゃ，DVD 4 3 3 4 2 16
やるべきことの提示 4 4 4 4 5 21
「やめて」と言うことのパターン化 2 2 2 3
＊「やめて」と言うことのパターン化の「継続性」は評価されなかった
ライフスタイル，価値観　  5：とても適合している　4：どちらかというと適合している　3：どちらで





































































































































































































































































































の評価段階はそれぞれ 4、5、3 と 4 であった。「支援対象の行動問題は妥当であったか」
について、保護者 3 名の評価段階は 5 であった。「協議ツール⑶⑷での評価の観点の妥当
性や段階評価の容易性」について、C1、C2 の保護者の評価段階はそれぞれ 3、5 であった。














 C3 には未実施で、C1、C2 に対しては以下のようであった。C1 と C2 の①行動問題の
妥当性：アンケートの評価段階が共に 5 であった。②支援手続きに対する価値観：協議ツ
ール⑷結果より、C1、C2 の保護者の評価段階はそれぞれ 5 の割合が 100％、4 であった。
③支援手続きとライフスタイル：協議ツール⑷結果より、C1、C2 の保護者の評価段階は
それぞれ 5 の割合が 100％、5 であった。④支援手続きの効果：協議ツール⑷結果より、
C1、C2 の保護者の評価段階はそれぞれ 95 点、90 点で、ABC 記録、連絡帳より行動問題









支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
３．標的行動（資料2-3：協議ツール(1)）
5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 5 4 3 2 1
② 支援計画を検討する上で，活用マニュアルの例（ｐ１４～20）は参考になった 5 4 3 2 1
③ 資料2-10の協議ツール(2)を作成することは容易であった 5 4 3 2 1
④ 5 4 3 2 1
⑤ 5 4 3 2 1
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支援を検討する上で役に立った 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
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① 負担・抵抗なく書くことができた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
２．アセスメント方法②（資料2-7，資料2-8）　　
① 負担・抵抗なく実施できた 5 4 3 2 1
② 質問の内容はわかりやすかった 5 4 3 2 1
③ アセスメントにかけた時間は妥当であった 5 4 3 2 1
３．改善したい行動（資料2-3：協議ツール(1)）
① 決定した改善したい行動は妥当であった 5 4 3 2 1
② 評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
４．支援手続きの提案から評価まで
① 支援手続きの説明（資料2-10：協議ツール(2)）はわかりやすかった 5 4 3 2 1
② 協議ツール(2)による提案された支援手続きの数は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-11の協議ツール(3)の評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
④ 資料2-11の協議ツール(3)で点数化（５段階評価）するのは容易であった 5 4 3 2 1
５．記録方法（資料2-6）
① 記録方法は容易であった 5 4 3 2 1
６．支援手続きの評価（資料2-12，資料2-13：協議ツール(4)）
① 資料2-12で標的行動の評価は容易であった（達成度を100点とした評価） 5 4 3 2 1
② 資料2-13で支援手続きの評価の観点は妥当であった 5 4 3 2 1
③ 資料2-13で支援手続きの点数化（５段階評価）は容易であった 5 4 3 2 1
④ 支援手続きを修正する際，意見は反映された 5 4 3 2 1
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価段階は、それぞれ 4 以上の割合が 66.7％、4 で、C1 の保護者の評価は 80％未満であっ
た。しかし、2 名とも ABC 記録や電話での聞き取りでは遂行した内容を継続して記録でき
た。⑥支援手続き実施上の負担、ストレス：協議ツール⑷結果より C1、C2 の保護者の評






















C3 について、T3 が機能的アセスメントに基づいた支援計画を立案後、C3 の保護者に
有効と考えられる支援内容を提示した。保護者は、提案された支援を試みたが継続するこ















援手続きを提供する過程は、研究 3、研究 4 と同様であった。 




案し、3 名中 2 名はその後の支援を実施し家庭文脈に適合した支援を提供できた。機能的



















































































































たことは、本研究の成果の 1 つであると言えるだろう。 
 ２．「協議ツール」の開発 
 上記 1 の①から③の連携方法を行った結果、指導場面では適応行動が増加しても、家庭
場面には般化しない事例があった(岡本・井澤，2013a)。そこで、研究 2 では家庭場面に
おいて専門家と障害児者をもつ保護者が協働で行われた研究論文のメタ分析を行い、その
結果をもとに研究 3 では家庭場面で活用できる個別の指導計画として、4 種類で構成され
る「協議ツール」が検討された。協議ツール⑴は、支援対象の行動問題を選定するために
























 さらに、上記 1 の連携方法の過程①から③は、「協議ツール」の開発により、以下に示
す連携方法の提示が可能になった。 
 （１）アセスメントシート 1の記入依頼 


















































    ける留意点 
 
























 さらに、研究 3、4 に参加した母親は専業主婦で、子どもの緊急性の高いニーズを相当


























が 80 点以上で、支援手続きの評価段階はいずれの項目も 4 以上となる可能性がある。し
かし、ABC 記録の分析を行うことで、支援を行う前の BL 期から支援対象の行動問題が低
減し続けていることに気づく。支援手続きと ABC 記録の結果から、「支援手続きとは別
の要因で支援対象の行動問題が低減した可能性が考えられる」と分析する必要がある。し

















用した。研究 3 の対象児 C、研究 5 の対象児 C2 の母親に対して大学スタッフや教師はチ
ェック表へのチェックを依頼した。この 2 名は、研究実施中は支援を行い、チェック表へ









 ３．負担を低減させる記録方法  
研究 3～研究 5 では、保護者に事象記録を依頼した。記録用紙には、予め必要事項(行動
問題の従事時間、生起日時など)を記入した。保護者は家庭で行動問題生起時にレ点、時間
などを記入した。研究 3 に参加した母親は書くことに抵抗があると述べていたが、この形
式のものであれば負担はなかったとコメントしていた。一方、研究 4、研究 5 に参加した
母親は「どちらかと言うと負担」と評価した。この 3 つの事例の記録量は、それほど変わ

















 さらに、家庭文脈に適合した後では、支援行動の維持を検討するために、研究 5 のアン





 今後の課題と展望として、以下の 4 点を述べる。 
 １．対象児と保護者の実態の相違による効果的な連携方法の検討 
 研究 1-1 及び研究 1-2 は、保護者と教師のニーズがほぼ一致した事例と異なる事例であ
った。対象児の所属学校は、それぞれ特別支援学校中学部 2 年、中学校特別支援学級 2 年




究 3～研究 5 における「協議ツール」の活用に関しても上記と同様なことが言える。研究
3～研究 5 の対象児 5 名は、すべて自閉症児で、年齢層は小学 6 年生から高校 1 年生まで
であった。所属学校は、特別支援学級と特別支援学校であった。行動の型は、自傷行動(研
究 3、研究 5 の C1)、他害行動(研究 5 の C2)、繰り返し同じ言葉を言う行動(研究 3)、着替
えとは異なる行動(研究 4)、物を落とす行動(研究 5 の C3)であった。支援にあたる保護者
は母親が多く、きょうだいへの支援や仕事の関係で対象児の支援が限られる事例があった。 



























 ところで、研究 1-1、1-2 ではおもに学校場面での指導・支援結果を示し、家庭場面での
結果は保護者からの聞き取りであった。逆に、研究 3～研究 5 ではおもに家庭場面の結果
が示され、学校場面での記録はなかった。研究 1-1～研究 5 の研究計画は、いずれも AB


















































































 （注 1） 「適応行動」とは、「日常生活において機能するために人々が学習した概念的、
社会的及び実用的なスキルの集合」(AAMR，2002)である。 
 （注 2） 「(指導・)支援計画」とは、複数からなる(指導・)支援手続きをすべて合わせ
たものである。教師が対象児への指導・支援を行うものを「指導・支援計画」とし、保護
者が家庭で対象児への支援を行うものを「支援計画」と呼ぶ。 
 （注 3） 「保護者のニーズ」とは、対象児の行動問題の改善、適応行動の増加、効果的
な支援方法の提供希望、就学・進路に関する希望などを総称して指す言葉とする。   
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第Ⅱ章 実践編：「協議ツール」を活用した協働的アプローチ    
 第１節 実践事例の概要 
 第２節 実践事例 
  １．事例 1（研究 3） 
  ２．事例 2（研究 4） 



























れを 5 段階評価するように構成しています。5 段階評価では、数字の大きい方が気になる行
動の支援ニーズが高いことを示しています。 















  （３）協議ツール⑶ 
保護者が 、専門家の作成した協議ツール⑵の説明を受けて、「取り組みやすさ」「期待さ



























































（注 2） 家庭文脈とは、平澤（2003）が示す 3 つの特徴を参考に、①支援の対象者、②支援実行者の家
族、③支援が適用される家庭場面のそれぞれがもつ特徴と考えます。 
本書では、Albin, Lucyshyn, Horner, and Flannery（1996）を参考に、以下①～⑥の各項目で家族の肯定

































































第 2節 「協議ツール」を活用した協働的アプローチを行ってみよう 





















 ⑦保護者に 1～2 週間程度、決められた支援方法の実施と記録を依頼し、実施後、協
議ツール⑷で評価を行っていただきます。 
 教師は、改善したい行動の結果と協議ツール⑷の結果を見て、支援方法を変更した方    
が良いか否かを検討します。協議ツール⑷で 2 以下の評価があれば保護者にその理由を                       
保護者に尋ね、代替案を提示します。以下、協議ツール⑷で保護者の方が高い評価（5








（注 4）MAS(Motivation Assessment Scale；Durand,1990)は，改善したい行動の 4 種類の機能（注目要求，
嫌悪事態からの逃避，物や活動の要求，感覚）を検討する 16 項目 7 段階からなる評定尺度です。詳しくは、
資料 6、7 を参照してください。 
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 保護者に、子どもの家庭での様子を思い出して、記入例（資料 2-1 記入例、資料 2-2











































 教師は、保護者に記録をとってもらうために、資料 2-4-1「調査シート 2-1」記入例
の「2．改善したい行動は、どのようなときに起こって、その結果、どうなりますか」
をもとに、どういう場面で「改善したい行動」が起こりやすく、その行動が起こった後



















































































































 １．ゲームを指さす。     ２．ゲームの絵や写真を持ってきて渡す。 













 １．日常的な単語（ものや人の名前）がわからない。 ２．日常的な単語（ものや人の名前）がわかる。 
３．日常的な動作を表す言葉（起きる、着る、飲む、など）がわかる。 





















































  6:00 起床 母親に起こされることが多い
食事の時間まで居間で休憩
  7:00 朝食
  8:00 予定確認 日課をスケジュールボードで確認する































突然泣き出す 3 4 1 1 3 5 17
家の中や外にものを投げる 5 5 1 4 2 4 21
性器をさわる 2 3 1 1 3 5 15
自分の分以外の食事に手を出す 4 4 1 1 2 5 17
自分の頭を叩く 5 5 5 1 3 4 23




























































































































居間 午後５時～６時の間 居間 不特定
場所 時間帯 場所 時間帯






























































































































































○：○○ レ レ レ 10秒
○：○○ レ レ レ ３０秒
○：○○ レ レ レ 1分
○：○○ レ レ レ ２０秒
○：○○ レ レ レ １分
○：○○ レ レ レ ３０秒
○：○○ レ レ レ ４０秒
○：○○ レ レ レ １分
○：○○ レ レ レ ２分
○：○○ レ レ レ ３０秒
○：○○ レ レ レ ４０秒
○：○○ レ レ レ １分




















































































































 （１）方法 1：附録の資料 2-5-1 に、「改善したい行動」が見られた都度、記録をとる 
        方法 
 （２）方法 2：方法 1 で、「改善したい行動」が見られやすい時間帯に毎日、限定的 
        にとる方法(例えば、平日の毎日 19 時～20 時に限定) 
 （３）方法 3：方法 2 の「毎日」から、2～5 日に 1～2 度にする方法 
 （４）方法 4：附録の資料 2-5-2 に、その日の「改善したい行動」の頻度を想起して、 
       今日は改善したい行動が、①とても多く見られた、②やや多く見られた、 
       ③あまり多く見られなかった、④全く見られなかった」の段階評価を毎 
       日、行う方法 




すように伝えてください。方法 1～3、方法 4 か 5 を選択した場合には、それぞれ、書












れ 5 回ずつの記録が書かれています。 
 
 （例 1）支援を開始前の自傷記録の回数（回）12,10,13,15,14（平均 12.8 回） 
      支援を開始後の自傷記録の記録（回）2,0,3,1,2（平均 1.6 回） 




 （例 2）支援を開始前の自傷記録の回数（回）12,10,13,15,14（平均 12.8 回） 






 （例 3）支援を開始前の自傷記録の回数（回）15,13,6,4,4（平均 8.4 回） 
      支援を開始後の自傷記録の記録（回）4,3,2,2,1（平均 2.4 回） 
 この場合は、自傷行動の平均回数を見ると、例 1 と同様に、支援開始後は、開始前に
比べて減少していることがわかります。だからと言って、例 1 と同様に、効果的な支援
を行ったとは必ずしも言えません。それは、支援開始前の記録を見ると、特別な支援を







 例 3 のような事例では、保護者に、支援開始前の記録を続けてもらって、もし、その
まま減少するようであれば、再度、協議ツール⑴を用いて、「改善したい行動」が妥当
であるかどうかを検討する必要があるかも知れません。 




 ８．【保護者】質問紙 MAS（Motivation Assessment Scale） 
 さらに保護者に「改善したい行動」に対して、資料 2-6 記入例（「保護者に実施依頼」
の部分）を参考に、資料 2-6-1 に質問紙 MAS のあてはまる箇所にチェックするよう依





















 大きく分けて、次のような 4 つの行動の機能があることが知られています（なぜその
ような行動を起こすのか、理由を考えます）。例えば、「泣く」行動について考えます。 
 
  ①泣く→自分の声に反応する（泣き声を楽しむ） 【感覚刺激の獲得】 
②泣く→お母さんが「どうしたの」と寄ってくる 【注目要求の獲得】 
③泣く→ジュースがもらえる          【活動・ものの獲得】 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ま っ た く し な い
ほ と ん ど し な い
ほ と ん ど す る
し な い 場 合 と す る 場 合 と
半 々 く ら い
し な い こ と が 多 い
す る こ と が 多 い

























































































































資料 2-6 記入例 
←教師が実施 
↓保護者に実施依頼 
平澤・藤原(1996)「資料 問題行動の動機づけアセスメント尺度（MAS: Motivation 




 これを上記 6 の記録結果に当てはめて考えてみましょう。行動が起こった後、上の①
～④のどの機能が考えられますか。1 つだけの場合があれば、複数あるいは 4 つすべて
の機能が該当する場合もあります。 
 
 （３）質問紙 MASから行動の機能を考える 
 保護者にとってもらった質問紙 MAS から、各機能の平均点数を求めて相対的にどの
機能が高いか、下の例を参考にして調べてみましょう。2 つの平均値の差が 0.5 以内で
あれば、両方の機能を有すると考えます。 
 
 （例 1）感覚 4.0  注目 2.5  要求 1.5  逃避 1.5 
    ※この場合、「感覚」の機能が優先的に高いことを示しています。 
 （例 2）感覚 2.0  注目 4.5  要求 4.0  逃避 1.5 
    ※この場合、下線部の平均の差は 0.5 なので、「注目」「要求」の 2 つ 
     の機能が優先的に高いことを示しています。 





料 2-7 を活用して支援計画を立てましょう。 
 
  １）支援計画への書き込み 
 次の具体例では、「手を噛む行動」をする児童を取り上げています。これを参考にし
て、支援計画を立ててみましょう。質問紙 MAS と ABC 記録をもとに考えていきます。 
 まず、保護者に手を噛む行動に関して MAS で評価してもらった結果では、「感覚」











 これらの結果を支援計画に書き込むと、資料 2-7 記入例の太枠①のようになりました。 
 










  ３）「機能的に等価な代替行動」の書き込み 
 上記１）では、次の 3 つの機能が考えられました。 
  ア）手を噛む→母親から注目される（注目） 






















































 この例を参考にして、結果的には同じ機能を獲得できるように資料 2-7 に書き込んで
下さい。 
 
  ４）状況要因 
 
          表 1-2 状況要因と行動の関係 
状況要因 直前のきっかけ  行動       結果 
 
空腹時  課題あり     遂行     クッキーがもらえる 
 
満腹時  課題あり     遂行しない  クッキーがもらえない 
 
 
 さらに、支援計画には資料 2-7 の太枠②のように、行動の前に「直前のきっかけ」「状













  ５）支援案の作成 
 上記２）をもとに、「先行事象への方略」「行動への方略」「結果事象への方略」をそ











 １０．【教師】協議ツール(2)の作成                     
 
          表 1－3 協議ツール⑵の作成例 
 
































































 次に、上記 8 で立てた支援計画表と調査シート 1-1、1-2-1、1-2-2 をもとにして、保
護者が無理なく実行できそうな複数の支援方法を検討します。 
 支援計画では、「写真カード」「取り組みやすい宿題」「ガム」「ソーシャルストーリー
（表 1-3 では SS と記述）」の提示などが考えられました。また、適切な行動がとれて
いたら賞賛（注目）、課題をすぐに終える（逃避）、ガムによる口への刺激（感覚）など
が与えられるようにしました。 
















































表 1-4 支援手続き表 
36 
 



























































































 教師と保護者は、以下、上記 16、17 と同様のことを実施していきます。続けて「気





















 １．実践事例 1（研究 3） 
２．実践事例 2（研究 4） 






資料 2-1    調査シート 1-1 
資料 2-2-1  調査シート 1-2-1 
資料 2-2-2  調査シート 1-2-2 
資料 2-3    協議ツール(1) 
資料 2-4-1   調査シート 2-1 
資料 2-4-2   調査シート 2-2 
資料 2-5-1   ABC記録用紙 
資料 2-5-2   段階記録用紙 
資料 2-6-1   質問紙MAS① 
資料 2-6-2   質問紙MAS② 
資料 2-7     支援計画 
資料 2-8     協議ツール(2) 
資料 2-9     協議ツール(3) 
資料 2-10-1  協議ツール(4)① 















































































































































 １．ゲームを指さす。     ２．ゲームの絵や写真を持ってきて渡す。 
 ３．発声する。（具体的にどのように発声しますか：例：「ゲームする」と言う）            
【                               】 
 
 ４．その他（特徴的なことがありましたらお書き下さい） 

















































































































































































































































































資料 2-5-1 ABC記録用紙 
  
 
①とても多く見られた、   ②やや多く見られた 
③あまり多く見られなかった ④全く見られなかった  
 
例．3月 10日（ 月）  （  ② ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 
   月  日（  ）  （    ）    
 








1 お子さんは長い間放っておかれるとその行動を繰り返しますか。 0 1 2 3 4 5 6
2 お子さんは難しいことをするように求められるとその行動をしますか。 0 1 2 3 4 5 6
3
お子さんはあなたがそのお子さんのいる場所で他の子どもや大人に関わってい
るとその行動をするようですか。 0 1 2 3 4 5 6
4
お子さんは「だめ」と言われている食べ物・おもちゃ・教材を得るためや、「しては
だめ」と言われている活動をするためにその行動をするようですか。 0 1 2 3 4 5 6
5
お子さんは周りに誰もいない時にその行動を繰り返し同じやり方で長時間します
か（例えば、身体を前後に揺するなど）。 0 1 2 3 4 5 6
6 お子さんはあなたが何かするように求めるとその行動をしますか。 0 1 2 3 4 5 6
7 お子さんはあなたが注目するのを止めるとその行動をしますか。 0 1 2 3 4 5 6
8
お子さんは好きな食べ物・おもちゃ・教材・活動を禁止されるとその行動をします
か。 0 1 2 3 4 5 6
9
お子さんはその行動を楽しんでいるようですか（その行動で感覚、味、臭い、見
ること、音などを楽しんでいる）。 0 1 2 3 4 5 6
10
お子さんはあなたが何かさせようとするとあなたを慌てさせたり困らせたりするた
めにその行動をしているようですか。 0 1 2 3 4 5 6
11
お子さんはあなたが注目していないとその行動をするようですか（例えば、あな
たが他の場所で他の人と関わっていると）。 0 1 2 3 4 5 6
12
お子さんは欲しがっていたおもちゃ・食べ物・教材が与えられたり、やりたがって
いた活動を許されるとその行動をしなくなりますか。 0 1 2 3 4 5 6
13
お子さんはその行動をしていると周りで起こっていることにも気づかずおとなしく
していますか。 0 1 2 3 4 5 6
14
お子さんはあなたがお子さんに何かを促したり要求したりするのを止めるとすぐ
に（5分以内に）その行動をしなくなりますか。 0 1 2 3 4 5 6
15 お子さんはあなたに一緒にいて欲しいためにその行動をするようですか。 0 1 2 3 4 5 6










































































感覚 逃避 注目 要求
1 2 3 4
5 6 7 8
9 10 11 12














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































資料 2-10-2 協議ツール(4)② 
あとがき 
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